
単位：千円

国庫補助額 交付金 その他 一般財源

1
中小企業者
事業継続支援
給付金

商工貿易
振興課

①売上が減少した企業者の事業継続を支援
②③
中小企業に400千円を給付（400千円×510件=204,000千円）
個人事業主に200千円を給付（200千円×621件＝124,200千円）
広報等事務経費3,535千円
④中小企業基本法第2条の第1項に該当し、かつ、敦賀市内に本社
を有するもので、一定の売上減少（20％以上）が認められるもの

R3.6 R3.12 331,734 316,755 14,979

①中小企業510件204,000千円、 個人事業
主621件124,200千円の支援
②売上が減少した企業等へ、事業の継続を
支援することができた
③給付した企業等の事業継続の確認等

2

テイクアウト・
デリバリー
サービス
促進事業費

商工貿易
振興課

①コロナ禍の影響を受けている飲食店等を支援するため、テイクア
ウト・デリバリー商品の金額に応じた額を補助
（１店舗上限1,000千円として3,000円の商品に1,000円、5,000円の商
品に1,500円、10,000円の商品に3,000円を補助）
②商工会議所への委託料87,151千円
③店舗支援経費80,000千円、　広報等事務経費7,151千円
④市内に事業所を有する宿泊業、飲食サービス業

R3.6 R3.12 10,990 8,000 2,990

①39店舗5,585件7,752千円の支援
②市内飲食業の需要喚起を支援することが
できた
③特になし

3
中小企業者
感染対策等
応援事業費

商工貿易
振興課

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止と経済活動を両立するた
め、感染拡大防止対策や回復期を見据えた事業へ支援
（補助率2/3）
②商工会議所への委託料21,772千円
③中小企業者支援経費20,000千円、　広報等事務経費1,772千円
④市内に事業所を有する中小企業者

R3.4 R4.3 21,023 20,000 1,023

①141件19,558千円の支援
②店舗や事業所等において実施する感染拡
大防止対策等を支援することができた
③特になし

4
キッチンカー等
購入支援
事業費

商工貿易
振興課

①ウィズコロナへの対応を踏まえ、キッチンカー等による販売促進、
収益力強化等への取り組みを支援
（上限1,000千円として補助率1/2）
②商工会議所への委託料2,352千円
③中小企業者支援経費2,000千円、　広報等事務経費352千円
④市内に本社を有する中小企業者

R3.4 R4.3 2,256 2,000 256

①2件1,918千円の支援
②キッチンカー購入による販売促進・収益力
強化を支援することができた
③特になし

5
水道料金減収
補てん補助金

経営企画課

①新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、水道料金の料金改定
延期（R3.4.1⇒R3.10.1）による減収補てん
②水道事業会計への繰出金136,459千円
③R3.4～12月（請求分）水道料金の減収補てん。R2年同月の使用水
量での改定後料金（770,036千円）と現行料金（633,577千円）との差
額（136,459千円）を算出し、補てん額として算定
④給水を受ける個人及び法人

R3.4 R4.3 136,459 68,229 68,230

①負担軽減額136,459千円
②水道料金改定による負担を軽減すること
ができた
③特になし

6
下水道使用料
減収補てん
補助金

経営企画課

①新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、下水道使用料の使用
料改定延期（R3.4.1⇒R3.10.1）による減収補てん
②下水道事業会計への繰出金148,525千円
③R3.4～12月（請求分）下水道使用料の減収補てん。R2年同月の使
用水量での改定後料金（871,461千円）と現行料金（722,936千円）と
の差額（148,525千円）を算出し、補てん額として算定
④下水道へ接続している個人及び法人

R3.4 R4.3 148,525 74,262 74,263

①負担軽減額148,525千円
②下水道使用料改定による負担を軽減する
ことができた
③特になし

650,987 489,246 161,741合計
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効果検証
①成果（定量的又は定性的）
②検証（評価）
③課題等
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交付対象
事業の名称

所管課

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期


